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４月からの求人票記載に関するポイ

ント 

 

◆明示する労働条件が追加 

 ４月１日からの改正で、ハローワーク

の求人票に記載する労働条件に、「従事す

べき業務の変更の範囲」「就業場所の変更

の範囲」「有期労働契約を更新する場合の

基準」の３つが追加されています。具体

的な記載のしかたを紹介します。 

◆従事すべき業務の変更の範囲 

 採用後、業務内容の変更予定がない場

合は、「仕事の内容」欄に「変更範囲：変

更なし」と明示します。異なる業務に配

置する見込みがある場合は、同欄に変更

後の業務を明示します。 

◆就業場所の変更の範囲 

 異なる就業場所に配置する見込みがあ

る場合は、「転勤の可能性」欄で「１．あ

り」を丸で囲み、転勤範囲を明示します。 

◆有期労働契約を更新する場合の基準 

 原則として更新する場合は、「契約更新

の可能性」欄で「１．あり」を丸で囲み、

「原則更新」を選択してマルで囲みます。

通算契約期間または更新回数に上限があ

る場合は、「求人に関する特記事項」欄に

「更新上限：有（通算契約期間○年／更

新回数○回）」と明示します。 

 更新の可能性はあるもののそれが確実

ではない場合は、同欄で「１．あり」を

丸で囲み、「条件付きで更新あり」を選択

してマルで囲みます。そして、「契約更新

の条件」欄に具体的な更新条件を記載し

ます。通算契約期間または更新回数に上

限がある場合は、「契約更新の条件」欄に

その旨を記載します。 

◆記載欄に書き切れない場合 

 上記の労働条件について指定された記

載欄に書き切れない場合は、求人申込書

の「求人に関する特記事項」欄に記載し

ます。 

【厚生労働省・都道府県労働局・ハロー

ワーク「事業主の皆さまへ 求人票に明示

する労働条件が新たに３点追加されるの

でご留意ください」】 

https://www.hellowork.mhlw.go.jp/

doc/anteihoukaisei.pdf 

 

治 療 と 仕 事 の 両 立 支 援 の 導 入 効 果

は？ 

 

 治療と仕事の両立支援は、働き方改革

や人材難への対応として注目されていま

す。独立行政法人労働政策研究・研修機

構の調査によると、次のようなことが明

らかになりました。 

◆柔軟な働き方を支援するための制度の

有無（複数回答） 

柔軟な働き方支援制度についての導入

状況は、次のようになっています。こう

した制度を導入している企業では、制度

を私傷病の治療や療養の目的として利用

できるとする割合が高くなっています。 

・「時間単位の休暇制度・半日休暇制度」 

61.9％ 

・「退職者の再雇用制度」 42.3％ 
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・「時差出勤制度」 40.4％ 

・「 所 定 内 労 働 時 間 を 短 縮 す る 制 度 」 

38.7％ 

・「在宅勤務（テレワーク）制度」 24.6％ 

・「フレックスタイム制度」 17.0％ な

ど 

制度に関する自社の規程や運用ルール

が適切なものとなっているか、確認して

おきたいですね。 

◆制度導入の効果 

制度を導入した結果、平均でも６割近

くの企業で、次のような効果があったと

回答しています。 

○制度利用に対して職場で協力する雰囲

気ができた 

○職場に多様性を受容する意識が浸透し

た 

○社員全体の企業に対する信頼感が上昇

した 

○疾患を理由とする離職率が低下した 

○日常的に事業継続体制が構築された 

職 場 の 雰 囲 気 が 良 く な る こ と は 社 員

のエンゲージメントを高めるのに効果的

でしょう。また、業務の見直しにもつな

がり、アクシデントや状況変化への対応

力 を高 め る こ と にも 役 立ち

そうです。 

【 独 立 行 政 法 人 労 働 政 策 研 究 ・

研 修 機 構 「 治 療 と 仕 事 の 両 立 に

関する実態調査（企業調査）」】 

https://www.jil .go.jp/institute/resea

rch/2024/240.html 

 

不妊治療と仕事の両立についての調

査結果（厚生労働省）から 

 

◆晩婚化・晩産化による影響 

人手不足が深刻化していく中、社員の

離職はできるだけ避けたいものです。各

社員の離職の理由は様々ですが、晩婚・

晩産化の傾向も踏まえると、今後は不妊

治療を理由とした離職も増えていくこと

が考えられます。 

◆不妊治療と仕事の両立ができずに仕事

を辞めた人は 10.9％ 

厚生労働省では、令和５年度に委託事

業「不妊治療を受けやすい休暇制度等環

境整備事業」（委託先：有限責任監査法人

トーマツ）の中で行った、企業および労

働者に対する不妊治療と仕事の両立に関

するアンケート調査の結果を公表してい

ます。 

同調査によれば、不妊治療をしたこと

があるまたは近い将来予定していると答

えた人の割合は 14.5％、不妊治療をし

たことがあると答えた人のうち、不妊治

療と仕事の両立ができずに仕事を辞めた

人は 10.9％に上っています。 

◆実態を把握していない企業が半数 

同調査では、半数以上の企業が、不妊

治療を行っている従業員の把握ができて

いないと答えています。不妊治療をして

いることを職場で一切伝えていない人は

多いため（同調査では 47.1％）、企業と

しては不妊治療としていることを知らな

いまま、気づいた時には社員が離職を選

んでいたということも少なくないと思わ

れます。 

◆企業ができる支援 

では、企業としてはどのような支援が

できるのでしょうか。同調査では、不妊

治療と仕事の両立に関する従業員への普

及啓発を実施していない企業は 95.7％

となっていますが、まずは社員への啓発

活動の実施が考えられるところです。 

また、不妊治療を行っている従業員が

利用できる柔軟な働き方を可能とする制

度として、「半日単位・時間単位の休暇制

度」（82.9％）、「テレワーク（在宅勤務）」

（52.0％）、「短時間勤務」（41.3％）な

どが続きますが、これらの制度は不妊治

療に限らず両立支援のあらゆる場面で活

用されるものです。仕事を続けやすい制

度づくりは、今後より一層重要になるで

しょう。 

【厚生労働省「令和５年度 不妊治療と仕事の

両立に係る諸問題についての総合的調査」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/1

1910000/001168037.pdf 

 


